
保健所数の減尐、組織改変等に
関連して



減少した
78%

変化はない
22%

保健所組織の見直し
検討状況（都道府県）

地域保健法施行後の保
健所数の変化（保健所）

＊なお、平成8年と平
成21年の県型保健所
数を比較すると、46都
道府県で減少している

検討してい

る, 9

今後検討

予定, 13

検討してい

ない, 25

保健所の統廃合、人員減
少がさらに進む可能性



保健福祉環境

型

24%

保健環境型
4%

保健福祉型（児

相含む）
34%

保健所単独
38%

保健所の組織形態



0 10 20 30 40 50 60

その他

環境省所管業務の行政処分権限がない

法的権限のない組織上の上司への報告

管轄が広域になりすぎ地域が見えない

職員の減尐や集中配置で業務に支障

保健所機能を発揮するにあたっての問題

回答数＝442



都道府県における専門職の確保、育成
について

• 採用・確保計画の作成 ： 6都道府県

• 採用後の研修計画作成：13都道府県

• 人事交流実施：23都道府県(20は市町村.大半は保健師)

全て保健所で実施

業務担当課が関係課と調整して企画

研修担当部門があり、関係課と調…

研修企画会議等を設置し実施

3

31

5

7

地域保健関係者の研修企画

（都道府県）

十分な状況と
は言い難い



権限委譲・保健所数の減尐等による問題（保健所）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康に関する情報の収集

調査研究事業

健康危機への迅速な対応

人材確保・資質向上

医師研修、看学生等実習受け入れ

地域住民（組織）の相談への対応

関係機関との連携・協力や調整

食品衛生・環境衛生等対物業務

病院への立ち入り検査や医療連携

圏域医療計画等の策定、推進

市町村と協働した保健事業推進や計画…

問題があり解決困難 問題あるが解決方法あり 特に問題なしか軽微



権限委譲・保健所数減尐等による問題(市町村)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康情報の収集

調査研究事業

健康危機管理への迅速な対応

人材確保・資質向上

看学生などの実習受け入れ

地域住民（組織）の相談への対応

関係機関との連携・協力の調整

環境衛生・生活衛生

狂犬病対策

保健所と協働した保健事業推進や…

問題があり解決困難

問題あるが保健所支援あり解決可能

問題あるが、保健所支援以外の方法で解決

特に問題なしか軽微



保健所と市町村の連携･協働



保健所との連携や役割分担による問題点
（その１）

「保健所が遠くなった」、「距離感を感じる」､
「関係が希薄になった」等の意見が圧倒的（４４）

同様に「保健所の業務担当制により地域で一緒に活
動（協働）できなくなった」（２１）、「保健所と
の連携が弱くなった」（１３）、「地域のことを相
談できなくなった」（１０）など

さらに「保健所が現場の状況を把握していない、地
域の実情にあった支援が望めない」（１４）、「保
健所からの支援や助言が減尐した」（１３）など

他にも色々と・・・・

２１４市町村から２５０項目もの意見がありました



保健所との連携や役割分担による問題点
（ その２）

【情報提供､調査研究関連】
• 保健所での情報交換の場や会議・研修会の減尐を
惜しむ意見（１３）

• 情報提供、健康課題整理、データ集積・分析等の
充実を求める意見（１１）

• ケースや課題等の共有が出来なくなった旨（５）
【業務支援関連】
• 健康危機管理、精神、医療以外はなかなか支援し
てもらえない（８）、母子や成人への協力がほと
んどない（２）、保健部門への支援なし（２）な
ど



必要に応じ
て開催
５５．５％

開催していない

定例的に
開催３７％

管内市町村会議の開催（保健所）

・期待したよりも尐ない。

・協議の場無くして、連
携・協働はない

各市町村との活動目
標や事業検討の場が
欲しい



連携・協力体制のある公的機関（市町村）

0 100 200 300 400 500

保健所

都道府県保健衛生部局

都道府県民生部局

他の市区町村

地方衛生研究所

福祉事務所

児童相談所

精神保健福祉センター

子育て支援センター

警察

消防

ハローワーク

労働基準監督署

その他

回答数＝４０８



0 10 20 30 40 50

ほとんど連携をとることはない

市町村の方が、必要に応じて支援を

求めることが多い

主に保健所の方から、連絡や情報提

供がある

相互に密接な関係がある

市町村から見た保健所との関係
回答数＝３５８

％



市町村から見た保健所との関係
（ブロック別）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道東北

関東甲信越

東海北陸

近畿

中国四国

九州

相互に密接な連携がある

主に保健所の方から連絡や情報提供がある

市町村の方が必要に応じて支援を求めることが多い

ほとんど連携をとることはない


